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寺田良一'
要約
本稿は、廃棄物処理・処分場問題を契機とした地域住民の環境保全活動がどのように形
成され、廃棄物問題・環境問題をどのように意味づけ、自治体の廃棄物政策や地域づくり
にどのような影響を及ほしたかについての環境社会学的分析である。
取り上げた3町村の住民運動は、廃棄物処分場計画に対する住民の疑義を集約し、撤回
ないし再考まで持っていくことに成功した事例である。成功の要因は、地域の新住民と地
元中堅層の両方に浸透する組織化や活動、専門家と連携して住民を啓蒙する活動を中心と
したことがあげられよう。特に農村部の2事例は、ムラ社会の共同性規範と両立する活動
を展開し、それをより積極的で自発的な自治規範へと昇華させていった。のみならず、不
法投棄や不適正処理の防止のために公的処分場を建設しようとする行政の論理に対して、住
民参加の推進と制度化、生産や消費生活の様式や価値変革を含む「循環型地域社会」づく
りという地域環境主義的方向づけを提起した点に意義を見いだすことができる。
1.はじめにー産廃政策の問題点ー
1997年ごろから、日本においても、コルボーン
ら(コルボーン他、 1996=1997)が指摘した化学
物質の新たな有害性の側面である「環境ホルモン
(内分泌撹乱化学物質)Jの典型として、ダイオキ
シンがにわかに問題化した。ダイオキシンは、主
-都留文科大学文学部
として都市ごみ焼却場や産廃の中間処理(焼却)
施設から排出されており、自治体の一般廃棄物焼
却施設や、埼玉県所沢市周辺の産廃焼却施設の集
中地域が汚染源として問題化した。大気汚染や土
壌・水質汚染を通じて周辺住民や農産物に被害を
及ぼすこれらは、もちろん重大な問題ではあるが、
ダイオキシン汚染のいわばフローの側面である。
それに対して、すでに高濃度のダイオキシンを含
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む焼却灰が何十年にもわたって埋め立てられ続け
てきた最終処分場、あるいは今後建設される処分
場の問題は、より重大な汚染のストックである O
とりわけそれらの多くが、典型的には過疎山村の
水源地域に存在することから、長期的な水質汚染
源として大きく危慎されるのである。
これらに対する対処方法として、技術的対処、
経済的対処(排出削減等にむけての経済的誘因)、
法的対処(規制)、社会的対処(生活様式や消費者
の価値観の変容)等がありうるが (Dunlap1993、
シュネイパーグとグールド、 1994=1999)、これま
で厚生省を中心とした行政の基本的な対応方針は
技術的対処であった 1)。
それらはたとえば、ダイオキシンの排出規制値
を設定し、小規模自治体で使用されるダイオキシ
ンを生成しやすい小型の焼却炉の廃止と大型炉へ
の統合、民間の不法投棄や不適正処理を防止する
ための「公共関与」の産廃最終処分場の建設と
いった政策である。
技術的対処の「長所jは、従来の行政、企業、消
費者のル}ル、価値、生活様式等をほとんど変え
ずに導入できる点である O 従来どおりに、行政は
新型焼却施設や公共関与の埋立処分場建設といっ
た公共事業予算を確保することができ、企業や消
費者も大量生産、大量消費、大量廃棄というこれ
までの生産・消費様式の変革を迫られることがな
い。それゆえ行政がきしたる抵抗もなく施行しう
るのである。しかし、同時にこの点こそが技術的
対処の致命的な短所・欠陥でもある。それは、廃
棄物問題の最も根本的な原因である大量生産・消
費・廃棄という様式に変革を迫る経済的インセン
ティブをほとんど持たない。それどころか、一旦
大規模な施設が建設されると、それを採算にのせ
るためには大量の廃棄物受け入れが「必要」にな
ることさえある O またそれに加えて、本報告集に
おける鵜飼論文が指摘しているように、それは大
規模処理・処分施設の建設という新たな公共事業
にともなう環境問題や地域紛争をしばしば生起さ
せる針。
2. r地域環境主義」の分析視角
本報告では、山梨県内の産業廃棄物処理・処分
場建設をめぐる 3件の紛争事例を扱う。建設主体
である自治体や業者とそれに反対する住民という
対立図式、および不法投棄等への対応として「公
共管理」の処分場建設計画を発端とした反対運動
であることなどは、鵜飼論文の事例と同じである。
しかしながら、他県からの産廃流入県である長野
県に対して、山梨県は管理型処分場のない産廃流
出県である点が異なる。すなわち、長野県のよう
に、他県から流入する産廃に起因する地域紛争や
環境破壊に悩まされている府県の多くが県外から
の産廃の流入規制を試みつつある中、中長期的に
産廃処分場不足のために県内企業の発展が阻害さ
れることへの危倶と、「自区内処理」原則を根拠と
した他県からの批判を回避する配慮として公的な
処分場の建設が計画されたことである。
とはいえ、こうした見地から処分場建設予定地
として選定された地域の住民からは、当然ながら、
なぜ自分の地域に作られなければならないのかと
いう疑問や、日の出町の処分場における地下水汚
染問題のような環境汚染に対する危倶など、計画
決定過程の妥当性、公開性、安全性などに対する
多くの疑念が表明されることになる O 県の施策に
おいて、産廃対策は環境政策としてというよりも
産業振興策としての「迷惑施設J建設の性格が強
いことは、住民にも認識されている。迷惑施設と
しての産廃処分場受け入れに対する見返りの地域
振興策が、しばしばそれとセットになっているか
らである。
本稿では、廃棄物関連施設をめぐる住民の諸活
動がどのような契機で生じ、自治体や企業の廃棄
物政策・対策や環境政策・対策の何を問題とし、そ
れらにどのような影響を及ぼすかについて、環境
社会学的な観点から分析を試みる O
ここで環境社会学的観点というのは、以下の3
つの意味においてである O 第一は、環境問題のイ
シューの質、問題認識、すなわち何が問題なのか
という問題の意味規定等が、住民と行政の聞で異
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なったり、対立したりする側面の分析である。環
境問題は、自然が破壊されたり人間の健康が損な
われるといった「客観的な」問題に他ならないが、
比較的容易に社会問題化するものもあれば、深刻
な問題でありながらなかなか問題として社会的に
認知されないものもある。そこに、いわゆる「構
築主義J(Hannigan 1995)の立場の存在理由があ
る。すなわちそれは、環境運動の形成や活動の成
功、行政の環境政策形成やその目標達成は、環境
問題の「客観的な」深刻さに直接規定されるので
はなく、それがいかに「主観的」にも深刻な社会
問題として「構築Jされていくかにかかっている
と考える。ここではとりわけ、産業振興のための
より安全な捨て場の確保や見返り措置として地域
振興という行政側の主要な問題規定と、生活の場
としての地域の環境保全や民主的意思決定という
住民側の意味づけの差異が重要である。
第二は、そのような環境問題の社会問題化の条
件ともなる地域社会の経済的、社会的、政治的な
構造分析である。この例でいえば、過疎化、高齢
化の進行の中で地域おこしのためには「迷惑施設」
でも見返りがあれば受け入れざるを得ないとする
自治体(市町村)と、地域の基本的な生活基盤で
ある自然を短期的な利益と引き替えに失うことに
危機感を抱く住民との対立として問題が生じてい
る。新住民と旧住民、地域の経済基盤、住民自治
や名望家支配などの地域の政治文化などが分析の
ポイントになる。こうした環境問題生起の背景と
しての地域社会の構造分析は、ややもすれば環境
問題を「問題提起 (claimmaking) Jの正当化やそ
の根拠となる「問題枠組み (framing)Jの成否と
いった「主観的なJ諸側面に還元してしまう過度
の「構築主義」に陥らないためにも重要で、ある。
第三は、住民と自治体の対抗関係が、いかに地
域社会にフィードパックされ、自治体や企業の環
境政策・対策や地域づくり政策全般にどのような
影響を及ぼすかについての、「地域環境主義」的な
分析である。「地域環境主義J的視点は、分析単位
として一定の生態系圏域や自治可能な社会的範域
を共有する地域社会や自治体の分析を重視すると
ともに、個々人の行動から地球規模の環境問題に
いたるまでのさまざまなレベルの問題発生や問題
解決にとって、いわゆる「循環型社会」ゃ「永続
可能な地域社会」のような環境保全的な地域自治
システムが基本的な重要性を持つことを前提とし、
かっそれが地域レベルで完結するものではなく、
県、園、国際レベルの環境対策や環境政策形成等
にもスパイラルに発展していくことを想定した分
析枠組みである九
近年頻繁に住民から提起される住民投票の実施
や条例制定要求の事例をみると、岐阜県御嵩町、
岡山県吉永町、宮崎県小林市、宮城県白石市、千
葉県海上町など、圧倒的に産廃処理場・処分場問
題をめぐる事例が多いことがわかるべ処理場・処
分場反対運動は、多くの場合、まず「なぜここに」
という問いかけから始まる。それに対して推進主
体は、往々「反対するのは地域エゴであるjと批
判する。すなわち、「反対している住民も豊かな生
活を享受しているからには間接的に多くの産廃を
排出しているのだから、だれかが受け入れなけれ
ばならないその処理場や処分場を拒否するのはエ
ゴイズムである」というのである。アメリカの廃
棄物問題の草の根運動が、当初rNYMBY(Not In 
My Back Yard) J (1自分の近くにはいやだJ)の
運動といわれて批判されたのも同様の文脈におい
てである(フロイデンバーグとシュタインサピ
アー 、 1992=1993)。
処分場反対運動が INYMBYJ批判を挑ね返す
ためには、「廃棄物が出る限り処分場は必要で、あ
る」、あるいは「民間まかせでは不法投棄等が横行
するから公的な処分場が必要であるJという推進
側の論理に有効に反論し、「循環型社会」ゃ「ゼロ・
エミッション」といった対案を提起しなければな
らない。 INYMBYJから INIABY(Not In 
Anybody's Back Yard) J (1自分のいやなものは
どこにも作らないJ)をめざす運動の形成であり、
そこから出発する自治体、住民、企業等の地域づ
くりをめぐる相互作用を分析するのが、「地域環境
主義」的分析である九
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3.山梨県内の産廃処理・処分場問題の経緯
日本全国で1年聞に排出される産業廃棄物は約
4億トン(うち約8500万トンが埋立処分)、一般廃
棄物は5000万トンにのぼる。狭い国土ゆえ処分場
は払底し、不法投棄や不適正処理、処分場建設等
をめぐる地域紛争は全国で200件とも数百件を超
えるともいわれる。
山梨県のデータによれば、県内の産廃排出量は
93年で176万トンである。県民一人当たり約2ト
ンと全国平均よりは少ないが、再資源化は32万ト
ンと全体の2割弱で、焼却等による減容 (98万ト
ン)された後の46万トンが処分場に埋め立てられ
る(山梨県、 1996)。県内には民間の安定型(水質
汚染の恐れのない安定5品目のみの)処分場2箇所
しか処分場がないので、県内で最終処分されるの
は2.6万トンにとどまり、大半は県外で処分されて
いる。ところが最近の紛争の増加やダイオキシン
の問題化もあり、多くの県で県外からの産廃の流
入を何らかの形で規制する動きがある。
こうした状況を背景に、県は93年に公共関与に
よる管理型(水質汚染のおそれのある焼却灰など
を含む)産廃処分場建設の方針を掲げ、県内5ブ
ロックにそれぞれ1箇所ずつ管理型処分場を建設
する方針で候補地選定を進めた。 94年にはA村と
B村(他I自治体があげられたが、具体的な建設予
定地は未定)を候補地に選定した。またもう一つ
の事例であるC町の民間の産廃中間処理施設建設
計画は、 96年に県との事前協議を終えていた。
公共関与の処分場建設は、不法投棄の防止や埋
立地不足の解消を目的として他県でも進められた
が、岐阜県御嵩町をはじめ各地で問題化した。ま
た民間の中間処理施設は、埼玉県の所沢市周辺な
どでダイオキシン汚染問題を引き起こした。山梨
県の「公共関与による(管理型)産業廃棄物最終
処分場の整備方針」は、まだ産廃やダイオキシン
問題が社会問題化する以前の93年に、処分場不足
を懸念する県内の産業界や自治体の要請を受ける
形で策定された。 94年には、運営主体となる第三
セクターの財団法人「山梨県環境整備事業団」が
設立された。
埋立跡地や周辺にレジャー施設やスポーツ施設
といった見返り施設建設が予定されたこともあっ
て、建設予定地に選定された両村の関係地区は概
ね「条件付賛成(容認)Jを表明した。しかし両村
とも地元住民の十分な理解を得た上での受け入れ
容認とはいえず、ほどなく疑問や不安感を表明す
る住民が出てきた。 A村では、はじめに新住民が、
続いて地付住民が、相次いで住民組織を結成した。
B村では、若手中堅の農業後継者グループが中心
となって住民組織が結成された。 C町の処理場計
画に対しては、施設予定地に直接隣接する隣町の
D町の新興住宅地の住民が、反対運動組織を形成
した。
4.住民運動の形成と展開
(1) A村の公共関与処分場建設問題
93年からの建設予定地の検討の中で、アクセス
の使、地盤、地形などから、 A村のA地区が94年
に予定地に決定された。例年7月には、村議会の
議員協議会で、安全性の確保、地元の同意、周辺
施設整備を条件に、「条件付同意」の決議がなさ
れ、関係地区の8区でも各総会で同様の「条件付
同意(容認)Jが決定された。しかしその当時まだ
産廃処分場による環境汚染などの諸問題は住民に
十分知られておらず、県の決定に真っ向から反対
を唱えることの村政への影響も考慮して、「条件
付Jにするのが精一杯の対応であったという。
A村には良好な自然環境に惹かれて東京方面か
ら移住してきた新住民がかなりおり、東京の日の
出町の処分場問題等にも比較的通じていた。こう
した新住民を中心的として、 94年にいち早く rA
の環境を考える会jが結成され、水質汚染の可能
性などの管理型処分場の問題点を訴える活動を開
始した。それらの問題提起を受けとめ、処分場建
設予定地直下の地区住民を中心とした rAの未来
を考える会」が翌年結成された。両組織は、連携
して「ダイオキシン学習会」等を開催し、住民の
問題提起や学習活動は新旧住民の境を超えて拡大
していった。
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公共関与の処分場計画と並行して、A村では「小
規模自社処分場」の不適正処理問題が深刻化して
いった。 97年の廃掃法改正以前は、 3000平方メー
トル未満の安定型の「小規模自社処分場J(いわゆ
る「ミニ処分場J)は、設置許可が不要であった。
おそらくは、 A地区に公共関与の処分場が計画さ
れたことが呼び水にもなって、 94年の年末に 1箇
所の自社処分場が建設され、 96年9月にもう 1箇
所の建設計画が持ち上がった。しかし最初に建設
された処分場からの悪臭被害、安定5品目以外の
有害物質が混入している疑い、崖地への崩落の危
険性、 3000平方メートルの制限を越えている疑い
などが次々問題化し、県当局や保健所に住民から
対処の要求がなされた。しかしながら業者の強圧
的な態度の前に有効な指導ができず、住民の聞に
不信感が生じ、その後の公共関与の処分場計画推
進にも住民の聞に懸念を生じさせる結果となった。
さらに、 96年のもう一つの自社処分場建設計画
に対しては、それが村内の2地区の水道水源の真
上に計画されたことから、強力な反対運動が起き、
村当局の説得の結果、業者は撤退するにいたった。
これを機にA村では、 97年3月の村議会で、水源
付近での産業廃棄物の埋立等を禁止し、小規模処
分場建設も地元との事前協議を義務づけることな
どを内容とした「水道水源保護条例jを、県内で
は初めて制定した。こうした一連の出来事を通じ
て、村内には次第に公共関与の処分場建設にも否
定的な意見が強くなってきた。一方で、建設予定
地の地権者である地元の iA共有地組合」は、地
代収入が期待できることもあり、建設に賛成する
住民もあった。そうした中、 97年1月にA地区と
県の間で「確認書Jが取り交わされた。それに対
して地区の住民は、その決定が地区の総会の議決
を経ておらず無効だと主張し、その後の総会での
議決でも反対意見が多数を占めた。それを受けて
A地区では県に対して「確認書jの取り下げを申
し入れたが、県は要求を受け入れず、現在に至る
まで膝着状態が続いている。
(2) 8村の公共関与処分場建設問題
B村に対しでも、 94年に県から計画案の提示が
あった。 B村では、県から提示された見返り措置
として埋立跡地にスポ}ツ施設を建設する計画に
期待する村長が、 A村より受け入れに積極的な姿
勢をみせた。建設予定地のS地区では、 94年7月
に県の説明会や埼玉県の埋立施設を見学した後、8
月には区の臨時総会を聞き「条件付賛成」の決を
採った。同地区にも、「住民の理解が不十分のま
ま、性急に決を採った」という懸念を表明する住
民がいたが61、村が他地区の同意をとりつけてい
く中で、処分場の下流に位置するT地区等からさ
らに強い懸念を表明する住民が現れた。
S地区で「条件付賛成」決議がなされた直後の例
年9月、 S地区やT地区の30代から50代の中堅若
手農業後継者らが中心となって組織する iB村農
業研究会jの有志が、岡村の水系の上流部に処分
場が建設されれば農業用水や水道水源が汚染され
るかも知れないと将来の農業経営や生活環境汚染
に危機感を強め、村民に問題提起を開始していっ
た。例年9月末に開催された県の説明会において、
T地区は建設反対を表明し、 10月には区として反
対決議をした。 10月には同会有志は iBの環境を
考える会Jを結成し、 A村の iAの環境を考える
会Jや東京の全国組織「廃棄物処分場問題全国
ネットワークjと連携しながら、 A村の建設予定
地の見学、学習会、産廃問題の映画の上映会など
を催し、処分場による汚染の可能性、予定地にお
ける活断層の存在、廃棄物減量、再資源化対策の
可能性等について啓蒙していった。
iBの環境を考える会Jの啓蒙活動は、 95年1月
から会報を各戸配布し始めて本格的に行われるよ
うになった。 95年4月の村議選では、同会から 2
名の村議を出し議会で処分場問題について質問を
行うなど、村政への影響力を強化していった。大
きな転機は、 96年3月に全戸を対象に同会が行っ
た処分場問題に関するアンケ}ト調査であった。
その結果、村内17箇所で不法投棄や建設廃材の野
焼きなどが行われ、村民が危機感を持っているこ
とが明らかになった。うち2箇所は村長が無許可
で農地を転用して建設廃材等の捨て場にしていた
ことが判明した。村長は陳謝し、ついに97年12月
議会で処分場建設中止を表明するにいたった。
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この間同会は、建設の中止要求と並行して、 96
年6月に「環境保全条例」制定の請願を提出し、 98
年3月に制定にこぎ着けた。同条例は、処分場を
拒否するからには、村自体も資源、再利用やごみ減
量を進めたり、水質保全に努めるなど、循環型の
地域社会をめざすことを指針としたものである。
「考える会」は、このように、処分場建設中止が決
定した以後も、村内の環境保全を啓蒙・推進する
活動を続けているO
(3) C町・ D町の民間中間処理施設建設問題
もう一つの事例は、上述の2つとはやや性格を
異にしている O すなわち、 96年に問題化したC町
の中間処理施設建設計画は、民間の施設であるこ
と、周辺が新住民中心の新興住宅地であること、
訴訟に発展したことなどである。しかし地元住民
に十分な説明や合意形成の手続きが不十分なまま
計画が進められた点は同じである O
建設予定地はC町に属するが、そこは一級河川
を越えたC町の飛ぴ地で、実質的にはD町の中に
食い込んでいる。事前協議に必要な地元住民との
「同意書jは、したがって川向こうのC町の自治会
から容易にとりつけて、業者は96年6月に事前協
議書を提出した。事前協議は8月に終了し、後は
県が建築確認を出すだけとなった。反対運動を展
開することになる至近距離のD町の住民は、「隣
町」の住民であったために、県との事前協議が終
了して、実質的にほぼ認可された段階になって初
めて建設計画を知ることとなった。
業者は、 9月に直に隣接する D町の新興住宅地
の自治会、rR第一自治会J(180世帯)に対して説
明会を開催し、引き続き他の周辺自治会に対しで
も開催した。 iR第一自治会」は、直ちに総会を聞
き、反対を決議し、県と D町に対して建設反対の
請願と要望書を提出した。他の周辺自治会もそれ
に続いた。住民の不安は、約束された安定5品目
以外の搬入の可能性やダイオキシン除去装置がな
いことなどであった。ここでは処理場近くの地下
水を水道水源としているため、水質汚染等への懸
念は広く D町住民に共有された。 D町は住民から
の請願を受け、業者と話し合ったところ、 96年10
月、業者は口頭で「白紙撤回Jを言明した。とこ
ろがその後業者がそれを撤回して再度計画を推進
する姿勢に出、 12月に県に「建築確認申請」を提
出した。 12月には、住民側はD町議会に8千人の
請願署名(町の有権者数1万5千人の過半数)を提
出し、議会はそれを全会一致で採択した。
97年2月には、住民側は「産業廃棄物処理場問
題対策協議会Jを結成し、交渉を継続したが、交
渉は平行線をたどった。ところが、 97年8月に「改
正廃掃法」が成立し、 12月から新設の焼却施設に
対するダイオキシン排出規制が強化されることに
なったため、業者はそれ以前のかけ込み着工をめ
ざし、 10月に建築確認をためらっている県に対し
て訴訟を起こした。県はやむなく「建築確認書」を
交付したので、業者は訴訟を取り下げたが、今度
は11月に住民側が安全対策の不備等を根拠に着工
禁止の仮処分を甲府地裁に申請した。98年2月、地
裁は住民側の主張を認め仮処分を決定した。その
後業者は抗告したが、 98年9月に取り下げ、建設
中止が決定した。この決定は、県の指導にした
がって許可を受けた施設であったにもかかわらず
「安全性の不備Jが認められたことや、同様の紛争
が全国各地にあることなどから、全国の産廃紛争
に大きな影響を及ぼした。
5.産業廃棄物と地域環境主義
これらの事例の、第一に「問題化」の構図、第
二にその背景としての地域社会や住民の構成、第
三に地域環境主義的観点からみた意味等を論じた
L 、。
A村、 B村において94年に処分場計画が持ち上
がった時点では、香川県豊島や所沢周辺の産廃問
題が顕在化する以前だ、ったこともあり、住民の問
題意識は漠然とした不安や決定過程の不透明さに
対する疑問が中心で、当然ながら各地域の個別的、
生活防衛的な動機から運動は出発したといえる。
それに加えて、県に対する「お上」意識、見返り
措置としての地域振興策への期待、ムラの中で異
議を唱えにくい雰囲気などがあり、その中で漠然
とした個別的不安感を社会的に正当性を持つ要求
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行動へと普遍化、具体化していくために、独自の
学習、啓蒙活動が必要となった。それに対してD
町の問題は、すでにA村、 B村の処分場問題や全
国的な産廃問題が顕在化した時点で生じたことも
あり、また都市近郊の住宅地でもあり、問題枠組
みは比較的短期間に新住民の聞に共有され、さら
に周辺住民には共有されていった。
A村、 B村の住民組織は、いずれも「考える会」
という名称で、反対や阻止を正面に掲げていない
ことからもわかるように、共同体的な「和Jを重
んじる村の風土の中でも受容されうる活動様式を
模索し、成功した。彼らの村民に対する呼びかけ
は、村の将来にかかわる重要な決定を性急に行う
のではなく、時間をかけて学習してよく考えて決
定しようというものであった。無論、呼びかけの
中には産廃処分場の危険性を訴える内容が含まれ
ているが、「反対Jそのものを直接言明することは
極力避けられている。新潟県巻町の原発建設に関
する住民投票の実施を提起した地元中堅層のリー
ダーが、やはり「反対表明Jではなく「みんなで
決めよう」という合意原理を前面に出して住民に
提起したのと同様である(田窪、 1997)0 それによ
り、ムラの共同性規範と運動との両立を図るとと
もに、それを一歩進めて、これまで「お上」の提
起に対する村民の受動性、消極的受容の基礎構造
をなしていたムラの共同性規範を、自発的な地域
住民の自己決定規範へと積極的に転換させようと
している。こうした共同性の「問題化」のみなら
ず、環境問題としての「問題化」においてもA村、
B村、 D町の住民組織は、処分場問題を直接の周
辺住民の問題だけでなく、より広範な社会問題と
して提起するために、一つの処分場受け入れが他
の処分場建設や不法投棄を誘発する懸念、水道や
農業用水水源が広範に汚染される危倶等を訴え、
処分場問題を「社会的広がりを持つ環境問題」と
して提起することに成功したといえる。
第二点は、上記の過程を可能にした地域社会の
経済的、社会的基礎構造である。鵜飼論文でも指
摘されているように、結果的に産廃処分場の立地
を押しつけられてしまう地域は、往々にして過疎
化、高齢化、農林業の衰退と将来展望のなさ等に
特徴づけられる中山間地である。それに対して、
事例となった地域は、いずれも甲府都市闇等への
通勤が可能な地域であり、花井や野菜栽培、畜産
など比較的安定した農業基盤もあり、若手中堅住
民が地域社会に定着しうる条件を備えていた。そ
れゆえ、見返りの地域振興策や処分場の地代など
の利益より、生活環境や農業経営環境がより重視
されたといえる。
もう一つは、これらの地域が程度の差はあれ新
旧住民の混住地域であった点である。さらに新住
民にも比較的定住志向が強い層が多い。 A村では
新住民は少数派ではあるが、日の出町など東京発
の情報提供等を可能にし、信望のある地元の中堅
層が住民の意識啓発や合意形成にあたった。 B村
の「考える会Jにおいても、 Uターン住民や結婚
などを機に住民となった女性たちなどが、学習啓
蒙活動の中核を担った。 D町では、新住民の自治
会が運動の中心になったが、旧住民の多い周辺自
治会へも働きかけ、支持を拡大していった。
第三点は、これらの運動が、単に建設阻止運動
に終わらず、廃棄物減量や資源の地域内循環をめ
ざした環境保全的な地域社会づくりにむけた活動
の基盤を形成しつつある点、すなわち「地域環境
主義」的意義である。 A村の新住民リーダーの一
人は、環境問題の専門家でもあるが、公共関与の
方向性として、処分場建設ではなく、分別や資源
再利用施設に投資したり、住民による地域レベル
でのコンポスト化や資源回収を支援するといった
政策対案を提示している。 B村では、処分場計画
の撤回後も、環境保全条例を契機に、水質調査、リ
サイクルのためのフリーマーケット開催などの活
動が継続している。そうした過程を通じて、村の
意思決定過程において、年長男性を中心とした役
職者の合意形成から、女性、若手中堅層など一般
村民の参加が増大し、地域自治が活性化した。D町
においても、問題解決後も環境ホルモン学習会な
どが開催されている。このように、これらの住民
組織は、ローカルなイシューから出発しながらも、
より広域の環境問題や地域自治、さらにはグロー
パルな問題まで射程に入れた環境保全活動の基盤
となりつつある。
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8.まとめ
3つの事例は条件を異にするが、新住民、地元
中堅層、専門家等の連携が形成され、ダイオキシ
ン等への危機感と地域の長期展望や村民参加のあ
り方が有機的に結びつけられたことが最大公約数
的な成功要因だったといえる。これらは、農村的
地域社会や混住社会における「問題構築jや資源
動員の観点からも十分興味深いものであるが、そ
れ以上に、これらが単に処分場建設阻止だけに終
わらず、今日の支配的な廃棄物行政に対して根源
的な問いかけをしていることを再度強調しておく
べきであろう。
廃棄物、とりわけ産業廃棄物対策は、環境政策
としてよりも、むしろ産業政策や経済対策の一環
として、産業界に対して「捨て場を確保する」側
面が、少なくともこれまでは強かった。公共関与
の処分場建設も、その延長上に位置づけられてい
たといえるO 民間の不適正処理や不法投棄をそれ
によってなくしていくとする理由づけにしても、
これまでその権限を持ちながら十分な規制や指導
がなされてきたとはいいがたいゆえに、地元住民
に対する説得力は弱い7)。地元対策も、基本的に従
来の迷惑施設建設と同様、見返り措置という、こ
れまた新たな公共事業をセットにするやり方が主
であった。ここでの事例にみられる新しい住民の
要求と提案は、こうした従来からの公共事業に依
拠した経済主義的な地元誘導からの脱却と、住民
参加の推進と制度化、生産や消費生活の様式や価
値変革を含む「循環型地域社会」づくりという地
域環境主義的方向づけである。
一方県行政内部においても同様の方向が模索さ
れており、たとえば90年代初頭から「ゼロ・エミッ
ション(廃棄物無排出)Jに取り組んでいる県内の
国母工業団地や大学と提携して、「産官学ゼロ・エ
ミッション研究会Jを97年 10月に設立したりへ
市民団体や民間企業の環境活動や廃棄物減量を支
援する r環境首都・山梨jづくりパートナーシッ
プ連絡会議」を設立するなどの取り組みが始めら
れている。こうした行政や企業の動きを実質的に
促進させるのも、安易な処分場建設を困難にした
住民の活動があってのことであるO そうした意味
で、地域にボランタリーな住民パワーが存在する
ことは、自治体にとっても大きな資源である。こ
れらの人々の問題提起は、「捨て場を確保するj廃
棄物政策から廃棄物減量・再資源化に主に公共が
関与する「ゼロ・エミッション」政策への転換を
促すものであろう。
注
1)無論、 96年の「容器包装リサイクル法J、97年の
「廃掃法J改正などにより、ペットボトルのリサイ
クル義務化、届け出のみでよい小規模産廃処分場
の廃止など、経済的、法的対処に分類される規制
強化はたびたび行われたが、ドイツの「循環経済
法jやアメリカの「スーパーファンド法」とその
改正時に付加された「地域社会の知る権利法」な
どに比べると、その経済的インセンティプや法的
規制効果ははるかにおよばない。寺田(1998a、
1998b)も参照されたい。
2)たとえば、人口10万人規模の自治体の一般廃棄物
処理能力を持つ日量100トンの焼却場を過疎地域
で稼働させるためには、収集区域を大幅に広域化
し、毎日何時間もかけて各自治体からごみ運搬を
する必要が出てくる。これには交通公害や大気汚
染に対する懸念がすでに寄せられ、また自区内処
理の原則からしでも大型焼却施設の受け入れ自治
体の選定も困難であろう。
3) r地域環境主義」は、環境問題をめぐる社会的言説
や環境対策のレベルが、個人レベルの消費行動と
地球規模の問題に二極化していることに対する批
判と地域社会レベルにおけるそれの重要性の指摘
(寺田、 1994、1997)の後、飯島(1997)によって
提起された概念である O 飯島は、「地域環境主義」
を、「個人をリージョン(地域)の内部に抱えなが
ら、個人よりははるかに広い環境を有し、自治体
という地域住民に対して本来的に責任のある専門
的な行政機関を含む中範囲の単位として、グロー
パルな地球環境概念と対置されるべき概念」と定
義している(飯島、 1997)0
4)松野(1998)は、原発、産廃、公共事業などをめ
ぐる近年の住民投票要求の高揚を、市民参加の質
的な変容、市民立法や市民の政策対案提起と性格
づけている。
5)聞き取り調査は、住民リーダーを中心として、
1996年11月、 1997年12月、 1998年3月に行って
いる。
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6H山梨日日新聞』、例年8月27日付による。
7)公共関与の処分場の処理価格はトンあたり1.5万
円から2万円になるのに対し、民間業者は5000円
程度であるから、たとえ公的な処分場を建設しで
も強力な監督や指導なしに市場原理にまかせてい
れば、不法投棄や不適正処理問題は解決しないと
いえる。
8) r山梨日日新聞j、97年10月16日付による。
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N Citizens. Local Governments and Regional Environmentalism 
facing up to Industrial Waste Issues : 
Research Report on Local Governments' Policies for Industrial Waste (4) 
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This paper examines the way in which grassroots environmental actions took place among 
local residents through industrial waste incinerator issues and disposal site construction， focus-
ing on how they interpret or make claims， and their influence on waste policy making processes 
and community development plans of the local governments. 
In three cases here， citizens' actions successfully address the issue， mobilizing and unifying 
residents' claims to abolish or to suspend the plans. Both new residents and old ones took part in 
disseminating environmental information and mobilizing local people respectively， cooperating 
with expertise， leading their success. Especially in two cases in rural communities， residents' 
actions have been persuasive rather than politically antagonistic so that they can be supported 
by “traditional" residents. And finally， they enhanced their rural solidarity， which had been 
functioning in conservative way， into more active and voluntary self-managing solidarity toward 
an environmentally sustainable community. They tried to promote and to institutionalize citizens' 
participation in policy making process， and to change wasteful mass production and mass con-
sumption systems and its value system with the purpose to build a “resource recycling society" . 
They promoted these as an alternative to conventional municipal policy to construct more “public" 
industrial waste landfill sites to prevent illegal dumping. These residents' alternative proposals 
can be considered as an example of “regional environmentalism¥ 
